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ボスニア・ヘルツェゴビナ（ＢＨ）情勢月報（２０２５年３月分） 

２０２５年３月 

在ボスニア・ヘルツェゴビナ日本国大使館 

目次（以下は主なトピックを抜粋） 

１．国内情勢 

（１） 国家レベル 

●チュルムＳＩＰＡ長官の辞任（１８日） 

●トロイカ・ＨＤＺの党首会談（２１日） 

（２）エンティティ、特別区 

ア ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（ＢＨ連邦） 

●ボシュニャク・サラエボ・カントン経済・インフラ・空間計画・建設・環境保護大臣の解任（１４

日） 

イ スルプスカ共和国（ＲＳ） 

●ＢＨ司法機関・捜査機関の活動禁止に関する法案等の発効（６日） 

●ＢＨ憲法裁判所によるＲＳ国民議会の４法案に対する一時差し止め決定（７日） 

●ＲＳ新憲法の草案及びＲＳ憲法秩序保護法の採択（１２日～１３日） 

●ドディックＲＳ大統領等に対する逮捕命令及び指名手配（１２日～２７日） 

ウ ブルチュコ特別区 

●ウィリアムソン・ブルチュコ仲裁裁判所首席仲裁官の BH訪問（２５～２７日） 

２．外政 

（１）多国間、国際・地域機構（ＥＵ加盟プロセスを含む） 

●ルッテＮＡＴＯ事務総長のＢＨ訪問（１０日～１１日） 

●ヴァルトネン・フィンランド外相（ＯＳＣＥ議長）のＢＨ訪問（１７日～１８日） 

（２）二国間関係 

●ツビヤノビッチＢＨ大統領評議会議長のトルコ訪問（２２日） 

（３） 日・ＢＨ関係 

●相木大使のボシュニャクＢＨ民生大臣着任表敬（２４日） 

３．経済 

（１）経済指標（出典：ＢＨ統計局） 

（２）経済政策・公共事業 

（３）経済協力 

（４）民間セクター 

●ＢＨマグネシウム＆ミネラルズ社、マグネシウムの大規模工業団地の建設に向けた環境影

響評価（１２日） 

（注：この月報は、当地紙報道などの公開情報をとりまとめたものです。） 



2 

 

１．国内情勢 

（１）国家レベル 

●チュルムＳＩＰＡ長官の辞任（１８日） 

 １８日、チュルムＢＨ捜査・保護庁（ＳＩＰＡ）長

官（セルビア系）が辞任を表明した。これに先

立ち、ＲＳ政府はＲＳにおけるＢＨ司法機関及

び捜査機関の活動禁止法を採択・発効させて

おり、これを受けて、１９日までにＳＩＰＡ及び国

レベルの司法機関（ＢＨ裁判所、ＢＨ検察庁、

高等司法検察評議会）のセルビア系職員は、

ＲＳ内務省及びＲＳ司法省に移籍するよう求

められていた。 

●トロイカ・ＨＤＺの党首会談（２１日） 

 ２１日、トロイカ及びＨＤＺによる党首会談が

モスタルで開催された。会談後、チョービッチ

ＨＤＺ党首とニクシッチＳＤＰ党首は共同で記

者発表を実施。チョービッチ党首は、現在の政

治的な状況により国政が機能不全に陥ってい

ることに言及し、憲法秩序の破壊に従うことは

できず、パートナーとして守るべきは合意ので

きる者であると述べた上で、ＲＳ野党との対話

に積極的な姿勢を示し、２２日にも会合を開く

と明らかにした。 

（２）エンティティ、特別区 

ア ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦（ＢＨ連邦） 

●ボシュニャク・サラエボ・カントン経済・インフ

ラ・空間計画・建設・環境保護大臣の解任（１４

日） 

 １４日、サラエボ・カントン議会はボシュニャ

ク経済・インフラ・空間計画・環境保護大臣の

解任を決定した（出席議員２１名全員が賛成）。 

 ボシュニャク大臣は昨年１１月、ビイェラシュ

ニツァにおける違法な建築等に関与した汚職

容疑で逮捕されており、解任はウク・サラエ

ボ・カントン首相の発議により審議されていた。

ボシュニャク大臣の後任の決定までの職務代

行者は、逮捕から現在までと同じくシュテタ・

サラエボ・カントン交通大臣が務める。 

イ スルプスカ共和国（ＲＳ） 

●ＢＨ司法機関・捜査機関の活動禁止に関す

る法案等の発効（６日） 

 ６日、ドディックＲＳ大統領の署名及びＲＳ官

報への掲載をもって、ＲＳ国民議会が２月２７

日に採択した４法案（ＢＨ違憲機関（司法機関

及び捜査機関）の決定不履行に関する法律、

ＲＳ高等司法検察評議会法、非営利団体の特

別登録及び業務の公共性に関する法律（ＮＧ

Ｏ法））が発効した。右については当初、ＲＳ民

族院のボシュニャク系議員団が民族の死活的

利益（ＶＮＩ）行使を予告していたが取り下げ、

ベチロビッチ大統領評議会メンバー、ズビズデ

ィッチ下院議長、アデモビッチ上院副議長によ

りＢＨ憲法裁判所への訴えが起こされた。 

●ＢＨ憲法裁判所によるＲＳ国民議会の４法

案に対する一時差し止め決定（７日） 

 ７日、ベチロビッチ大統領評議会メンバー他

による訴えを受け、ＢＨ憲法裁判所はＲＳ国民

議会が２月２７日に採択した４法案の合憲性

に係る最終判断が完了するまで、右法案を一

時差し止める暫定措置を講じる旨発表した。 

●ＲＳ新憲法の草案及びＲＳ憲法秩序保護法

の採択（１２日～１３日） 

 １２日～１３日にかけて、ＲＳ国民議会ではＲ

Ｓ新憲法の採択に向けた手続きの開始及びＲ

Ｓ憲法秩序保護法に関するセッションが開催

された。１２日のセッションでは、通常の改憲プ

ロセスに従ってＲＳ新憲法の採択プロセスを

開始するとの決定が採択された。続く１３日の

セッションでは、ＲＳ憲法の草案が採択された

ほか、憲法秩序の保護のため、ＲＳ特別検察

庁及びＲＳ特別裁判所の設立を定めたＲＳ憲

法秩序保護法が採択された。 
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 ＲＳ憲法草案は、歴代上級代表によるＲＳ憲

法の改正を無効とし、民族の死活的利益（ＶＮ

Ｉ）保護のために設立されたＲＳ民族院の廃止、

ＲＳ軍創設の可能性が含まれているほか、Ｒ

Ｓ国民議会がＢＨ憲法に基づかないと判断し

たＢＨ国家レベルの法律、決定等を差し止め

ることができるといった規定が定められている。

草案は採択から３０日以内に公聴会にかけら

れる予定。 

●ドディックＲＳ大統領等に対する逮捕命令及

び指名手配（１２日～１７日） 

 ＲＳ国民議会による２月２７日の４法案の採

択等の動きを受け、ＢＨ検察は３月６日、「ＲＳ

憲法秩序への攻撃」を理由としてドディックＲＳ

大統領、ビシュコビッチ同首相、ステバンディッ

チ同国民議会議長に対し取り調べのための

出頭要請を行ったが、複数回にわたり応じな

かったことから１２日に逮捕命令を発出し、Ｂ

Ｈ捜査・保護庁（ＳＩＰＡ）等の捜査機関にも協

力を要請した。しかし、それを受けても逮捕に

至らなかったため、１７日に同３名は指名手配

となった。これにより、ＢＨ国内の各警察は同

３名の逮捕義務を負う。 

●指名手配中のドディックＲＳ大統領の外国

訪問（２４日～） 

 ２４日、ドディックＲＳ大統領は、国内での自

身への指名手配が出されて以降、国境警察

の感知しない方法で国境を越え、２４日から２

５日にかけてセルビアを訪問し、セルビア

NATO空爆追悼式典に出席。２５日からはイス

ラエルを訪問し、反ユダヤ主義国際会議に参

加した。 

●ＢＨによるインターポールへのドディックＲＳ

大統領等国際指名手配要請（２７日） 

 ２７日、ＢＨ裁判所は、サラエボのインターポ

ール（ＩＣＰＯ）事務所に対し、ドディックＲＳ大統

領、ステバンディッチＲＳ国民議会議長の国際

指名手配の要請を提出した。これが有効にな

るにはリヨンのＩＣＰＯ本部の承認が必要となる。 

●BH 憲法裁判所による旗・紋章・歌の使用に

関するＲＳ法の無効化決定（２７日） 

 ２７日、ベチロビッチ大統領評議会ボシュニ

ャク系メンバーの訴えを受け、ＢＨ憲法裁判所

は RS 国民議会が昨年１１月５日に採択した

旗・紋章・歌の使用に関するＲＳ法は違憲であ

り、発行日に遡って無効とする旨決定した。 

ウ ブルチュコ特別区 

●ブルチュコ特別区発足２５周年記念イベント

（７日） 

 ７日、ブルチュコにおいて同特別区発足２５

周年の記念イベントが開催され、コナコビッチ

外相、フォルト通信・運輸大臣、アデモビッチ

上院議長団メンバー、ブラダラＢＨ連邦大統領

等が出席した。また、国際社会からはクリショ

ックＯＨＲ首席副上級代表（兼ブルチュコ監理

官）、相木駐ＢＨ大使、仏、チェコ、ベルギー等

の各国大使等が出席した。 

 式典ではミリッチ市長及びクリショックＯＨＲ

首席副上級代表のほか、ドミッチ・ブルチュコ

副市長、ブルチェビッチ同議会議長、ババジデ

当地ＥＵ代表部次席がスピーチを行った。 

●ウィリアムソン・ブルチュコ仲裁裁判所首席

仲裁官のＢＨ訪問（２５～２７日） 

 ２５日から２７日にかけ、ウィリアムソン・ブル

チュコ仲裁裁判所首席仲裁官は、ＢＨを訪れ、

ブルチュコ特別区、ＢＨ大統領評議会、ＢＨ憲

法裁判所、ＮＡＴＯサラエボ本部、ＥＵＦＯＲ司

令部及び上級代表事務所（ＯＨＲ）をそれぞれ

訪問し、会談を実施した。西部ＲＳと東部ＲＳ

を結ぶ戦略的要地に位置し、いずれのエンテ

ィティにも属さない同特別区の安定に向けた

話し合いが行われた。 
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２．外政 

（１）多国間、国際・地域機構（ＥＵ加盟プロセ

スを含む） 

●ルッテＮＡＴＯ事務総長のＢＨ訪問（１０日～

１１日） 

 １０日～１１日、ルッテＮＡＴＯ事務総長がＢＨ

を訪問し、大統領評議会３メンバー、クリシュト

閣僚評議会議長、ヘレズ副首相兼国防大臣、

シュミット上級代表と会談した。ルッテ事務総

長は各会談において、ＢＨの主権と領土一体

性への支持を述べるとともに、西バルカン地

域における安全保障上の空白を許容しないと

の姿勢を明確にしたほか、当地メディアへのイ

ンタビューでは、ＢＨの国防費増額の必要性

及びＢＨ国内による問題解決への積極的姿勢

の必要を指摘した。 

●ＥＵＦＯＲ兵力の一時増強（１２～１３日） 

１２日から１３日にかけて、欧州連合部隊（Ｅ

ＵＦＯＲ）はBH国内情勢におけるプレゼンス強

化に向けた一時的な兵力増強のため、新たな

４台のヘリコプター及び４００名の部隊を増強

した。ＥＵＦＯＲは、ＢＨ市民の安全と安心する

環境を確保するためＢＨ当局を支援するのに

必要な軍事的なリソースを有する中立的で多

国籍の頑強な部隊であり続ける、と述べた。 

●ヴァルトネン・フィンランド外相（ＯＳＣＥ議長）

のＢＨ訪問（１７日～１８日） 

 １７日～１８日、ヴァルトネン・フィンランド外

相（ＯＳＣＥ議長）がＢＨを訪問。ＢＨ大統領評

議会３メンバー及びコナコビッチ外相のほか、

ＥＵＦＯＲ司令官及びＮＡＴＯ司令官との会談を

行った。 

 大統領評議会での会談では、ツビヤノビッチ

議長セルビア系メンバーが現在の政治危機の

原因をシュミット上級代表と主張しつつ、ＢＨ

の治安は脅威にさらされていないと述べ、政

治危機の解決のため「オリジナル・デイトン」へ

の回帰を主張したのに対し、ベチロビッチ同ボ

シュニャク系メンバーはＲＳによるＢＨの憲法

秩序への攻撃を批判し、ＲＳを止めることでし

か平和を守れないと強調した。 

●ＢＨに関する国連安保理声明（２８日） 

 ２８日、国連安全保障理事会は、ＢＨの昨今

の動向に関する声明を発表。同声明では、安

保理が最近の出来事に懸念を表明し、ＢＨの

すべての政治関係者に対し、同協定を尊重し、

建設的な対話を行い、対立的な行動を避ける

よう促し、デイトン和平合意とＢＨ憲法の重要

性を再確認した。 

（２）二国間関係 

●米国西バルカン特使の任命（１４日） 

 米国は、カサノフ米国務次官補代理（西バル

カン特使）の後任として、コリーン・ハイランド

米国務省南欧・中欧担当次官補代理代行を

任命した。ハイランド新特使は国務省にて経

済・貿易関係部局の職を歴任したほか、アフ

ガニスタン、スロベニア、クロアチア、イラク等、

南東欧及び中東での勤務経験を有する。 

●ベチロビッチＢＨ大統領評議会メンバーのト

ルコ訪問（１４日） 

 １４日、ベチロビッチＢＨ大統領評議会ボシュ

ニャク系メンバーはトルコを訪問し、エルドアン

大統領と会談した。エルドアン大統領は会談

後、ＲＳの過激化を可能な限り早く止める必要

があると述べ、連帯と一体性こそがＢＨにとっ

て必要なものであることから、ＲＳの動きは許

容しがたいものであると強調した。 

●ツビヤノビッチＢＨ大統領評議会議長のトル

コ訪問（２２日） 

 ２２日、ツビヤノビッチ大統領評議会議長（セ

ルビア系）はトルコを訪問し、エルドアン・トル

コ大統領と会談した。エルドアン大統領は、Ｂ
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Ｈのすべての政党関係者の意見を聞き、国内

対話を促すという原則的な姿勢を示した。ツビ

ヤノビッチ大統領評議会議長は、ＢＨ国内に

おいて民主的に選出された代表者間の対話

を行うことを期待する旨を強調した。 

（３）日・ＢＨ関係 

●相木大使のボシュニャクＢＨ民生大臣

着任表敬（２４日） 

３月２４日、相木大使は、ボシュニャク・

ボスニア・ヘルツェゴビナ民生大臣に着任

表敬を行いました。両国の良好な二国間

関係を教育、医療、文化、スポーツ、地雷

除去等の分野で更に発展させる可能性に

ついて意見交換を行いました。また、来年

２０２６年の外交関係開設３０周年に向け

て協力を強化していくことで一致しました。 

（写真：着任表敬の様子） 

 

 

 

 

 

 

 

３．経済 

（１）経済指標（出典：ＢＨ統計局） 

●産業生産指数 

２０２５年２月の産業生産指数は、季節調 

整後数値で前月比０．３％プラス。前年同月比

６．１％マイナス。 

●雇用／失業率 

２０２５年２月の失業者登録数は３２万４,３１４

人（うち女性１９万１,９０１人）で、前月比で０．

２％プラス、前年同月比で４．２％マイナス。 

●平均給与 

２０２５年２月の平均給与（手取り）は１，５０６

ＫＭで、前月比で名目賃金は０．１％マイナ

ス、実質賃金は０．８％マイナス。前年同月比

で名目賃金は１２．６％プラス、実質賃金は８．

７％プラス。 

●消費者物価指数 

２０２５年２月の消費者物価指数は前月比０．

７％のプラス。前年同月比で平均３．５％プラ

ス。食料品・ノンアルコール飲料の価格は前

月比１．２％プラス。 

●貿易収支 

２０２５年２月のＢＨからの輸出総額は２６．５９

億ＫＭ（前年同期比６．１％増）、ＢＨへの輸入

総額は４５．３８億ＫＭ（前年同期比６．４％

増）。貿易収支は１８．８億ＫＭの赤字。 

（２）経済政策・公共事業 

●ＢＨ国家予算をめぐる動き（５日） 

５日、BH 閣僚評議会が１５億７,０００万ＫＭ

規模の２０２５年度予算案を採択した。 

●外国人労働者への労働許可数上限引き上

げ（２０日） 

 ＢＨ閣僚評議会は、２０２５年の外国人労働

者への労働許可の上限を７,２２９件（ＢＨ連邦

４,４９０件、ＲＳ２,０００件、ブルチュコ特別区７

３９件）とし、前年の６,０７３件から引き上げる
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ことを決定した。最も許可数が多いのは建設

分野（１,７２７件）、加工業（８８７件）、ホテル・

飲食業（５８４件）。外国人労働者の出身国と

してトルコが最も多く、その他ネパール、バン

グラデシュ、フィリピン等のアジア諸国が挙げ

られる。ＢＨ連邦雇用者組合のスマイルベゴビ

ッチ会長はＢＨの失業者の勤労意欲は低い傾

向にあると指摘し、労働者不足を補う為に外

国人労働者の積極的な受け入れの必要性を

強調した。 

（３）経済協力 

●スイス、ＢＨへの大規模協力プログラム２０

２５－２０２８を発表（１６日） 

 １６日、スイス政府はＢＨ議会において、２０

２５年から２０２８年にかけての４年間で、１億

２,０００万規模の大規模協力プログラムの実

施を発表した。当プログラムは、平和統一性

のある民主社会を構築し、欧州統合に向けて

前進することを目的とし、公共サービス、グリ

ーン経済、移民管理、医療分野等の改革に着

手する計画をしている。 

（４）民間セクター 

●ＢＨマグネシウム＆ミネラルズ社、マグネシ

ウムの大規模工業団地の建設に向けた環境

影響評価（１２日） 

 ドイツの「ヨーロッパのためのマグネシウム

社（MFE）」傘下のＢＨマグネシウム＆ミネラル

ズ社は、クプレス近郊にマグネシウムの大規

模工業団地の建設に向けた環境影響評価の

実施を発表。この計画では年間約１万５０００

トンのマグネシウム生産が見込まれている。

マグネシウムの輸入の９０％を中国が占める

中、その依存度と経済リスクを回避する上で、

重要な投資計画として注目されている。 

 

 

 

 

 


